
 
 

中小企業・小規模事業者の持続的発展に向けた環境整備を求める意見書 
 

　中東情勢を背景とした原油価格の高騰やエネルギー供給への影響により、中小企業
・小規模事業者は依然として厳しい経営環境にある。賃上げの原資や被用者保険の事
業主負担の確保に苦慮する企業が多い中、８月には、当県の最低賃金が現行から６１
円引き上げる答申がなされ、１０月から適用される見通しである。 

　また、９月１日には長期金利が３％の大台に達し、借入金利の上昇や資金調達コス
トの増加など、地域企業の経済活動の縮小が懸念されている。当県産業の持続的な発
展は、地域経済を支える中小企業・小規模事業者の活性化が不可欠であり、賃上げや
設備投資に積極的に取り組む意欲ある企業の経営環境の改善に向けた後押しが必要で

ある。 
　よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 
１　原油高騰やエネルギー価格の上昇に対し、燃料費・光熱費負担の軽減策を継続・

強化するとともに、エネルギー供給の安定化に向けた総合的な対策を早急に講じる

こと。 
２　最低賃金引上げに伴い、賃上げ原資の確保が困難な事業者が増えていることから、

賃上げに取り組む企業への支援措置を拡充するとともに、被用者保険の事業主負担
軽減や生産性向上に対する支援を強化すること。 

３　長期金利の上昇に対し、信用保証制度の拡充や低利融資資金の十分な確保をはじ
め、金利上昇に伴う金融機関側のリスク軽減支援策など、中小企業の資金繰りを支
える施策を早急に講じること。 

４　意欲ある企業が賃上げや設備投資に踏み出せる環境整備をつくるため、賃上げ促

進税制の拡充や設備投資への支援など、賃上げ・設備投資を促す税制・補助制度の
強化を図ること。 

５　デジタル化支援、ＧＸ投資支援、販路開拓支援など、地域産業の競争力向上に向
けた産業構造の転換を支える総合的な施策を強化すること。 

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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